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要　約
本稿は産業用機器の製品開発における意味的価値創造について、技術とのかかわりを論じた
ものである。技術は必ずしも機能・性能の向上に用いられるわけではなく、顧客の感性的、情
緒的価値を産み出すサービス事業の構築に用いられることによって、コモディティ化を遅らせ
る可能性がある。本稿では、産業用機器事業の意味的価値創造における技術開発の要件につい
て考察した。
Abstract
We argued a relationship of semantic value creation and technological R&D in an industrial 
equipment development process.  Technology is not always utilized for improvement of specifications 
and features of products, but it also makes semantic and emotional value of service products to avoid 
commoditization. This paper shows technological criteria for semantic value creation in an industrial 
equipment industry.
1 ．はじめに
本稿は産業用機器の製品開発における意味的価値創造について、技術とのかかわりを論じたものであ
る 1 。長内・榊原（2011）では、コモディティ化による製造業の低収益化はコンシューマー（民生用）
ビジネスに限らず、産業用機器ビジネスにおいても起こり得ることを示した。コモディティ化回避の一
つの方策としては修理や保守管理などのサービスビジネスへの注力が考えられる。延岡（2011）は、
BtoC ビジネスにおける意味的価値創造が顧客に感動を与える商品企画の問題であるのに対して、BtoB
ビジネスにおいては、機能的価値の優れた製品を供給したうえで、顧客に対して期待以上のアフター
サービスを提供することによって、メーカーに対する信頼や安心感といった意味的価値の創造が可能に
なると指摘している。
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しかしながら、BtoB における意味的価値を単に事後的なサービスや信頼性の付与と矮小化して捉え
てしまうと、BtoB の意味的価値は単なるマーケティングや品質管理の問題だということになってしま
う。また、日本企業の強みは巧みなすりあわせによるバランスのとれたものづくりにあり、ビジネスモ
デルによる差異化はむしろ米国企業が得意とするところである（延岡 , 2006a）。単なるアフターサービ
スでは日本企業の競争優位は築けない。そこで本稿では、日本のものづくりの強さを活かしながら今ま
で以上の価値を産み出すには何をすればよいのかという観点で産業用機器ビジネスにおける意味的価値
を考えたい。
以下、延岡（2011）の BtoB ビジネスにおける意味的価値創造の議論を踏まえて、日本企業の産業用
機器ビジネスにおけるサービスビジネスの好事例を採り上げ、意味的価値創造と技術開発や製品開発と
の関係性を探索的に示すことを試みる。
サービスビジネスを技術開発・製品開発の文脈で議論するのは、製造業において製品を製造販売する
ハードウエアビジネスの価値と、アフターマーケットにおけるサービスビジネスの価値は独立して個別
に存在するものではなく、両者の価値には、相互依存性や相乗効果があり、ものづくりとサービスの統
合的な価値づくりのマネジメントがキーとなると考えるためである。このことは「ハードがだめだから
サービス」という短絡的なシフトは行うべきではないという、実務に対するインプリケーションになる
とも考える。ものづくりの強みを活かし、その価値を背景にサービスビジネスの付加価値を上げ、サー
ビスの価値が再びハードウエア事業の価値づくりを促進するという、ハードとサービスの連鎖的な価値
づくりのあり方を示すことが本稿の課題である。
本稿では、ソニーの放送機器ビジネスとコマツの建機ビジネスの事例を取り上げた。事例に関する記
述は、2009～2011年にかけて行った映像情報メディア学会ものづくり価値革新研究分科会でのインタ
ビュー調査と文献サーベイに基づいている。
2 ．産業用機器ビジネスにおける技術開発と意味的価値
製品やサービスの価値について、マーケティング論の分野では、古くから価値には製品の機能に由来
する価値だけでなく、感性や情緒によってもたらされる価値があるとして、以前より価値の質に着目し
た議論が行われてきた（鳥居 , 1996； Schmitt, 1999； 若林 , 2007）。製品開発論においても、技術成果
の向上がもたらす製品の機能・性能の向上は頭打ち状態（機能的価値の頭打ち）になっているという認
識のもと、機能・性能という既存の価値の軸だけでは市場での競争で勝ち残ることはできないと認識さ
れており（延岡 , 2011）、多くの研究が新たな価値の軸での製品開発戦略の必要性を述べている（長沢 , 
2005； 楠木 , 2006； 延岡 , 2006a； 2006b； 長内 , 2008）。延岡（2006a； 2006b； 2011）は、製品の機能
がもたらす価値（機能的価値）に対して、製品の持つ意味に基づく価値を意味的価値という概念で表し、
機能・製品軸とは異なる価値創造の重要性を指摘している。このようにマーケティング論においても製
品開発論においても、企業か市場かの立ち位置の違いこそあれ、製品の機能・性能による客観的・定量
的な価値と、顧客の感性や情緒によって認められる主観的・定性的な価値の両方が価値創造には不可欠
であるという認識では一致している。
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ただし、一部のマーケティング論における初期の議論においては、主観的・定性的な価値は製品開発
段階ではなく市場でのマーケティング活動によって創造されるものだという指摘がある。例えば、鳥居
（1996）は機能的な価値の創造が製品価値の役割であり、主観的な価値はマーケティングによるブラン
ド開発の役割であると指摘し、若林（2007）も Kotler（2000）の製品とは顧客のニーズ・ウォンツを
実現するものという定義を受け、顧客が要望する機能を実現するのが製品開発であり、製品という土台
の上部構造としてブランド開発が存在すると述べている。
主観的・定性的な価値を創造する上でマーケティングの役割が非常に重要であることには異存は無い
が、技術もまたこうした価値の創造の手段として用いられることがあり、それは必ずしも既存の顧客
ニーズに応える形ではなく、より創発的な形でもたらされることもあるだろう。アップルの iPhone, 
iPod や VAIO 株式会社のノート PC などは、デザイン性の高さという感性的な価値を示した製品であ
るが、これらの製品には機能・性能の実現のためではなく、感性的な価値向上のために技術が用いられ
ている。初期の iPhone や iPod touch などでは、研磨によるステンレス鏡面仕上げによって質感の高い
本体背面のデザインを実現しているが 2 、そこには特定の日本企業にしかできない研磨技術が用いられ
ていた 3 。また、2006年発売の VAIO Type T ノート PC 4では、超薄型のディスプレイ画面というデザ
イン上の命題を実現するために、液晶ディスプレイのシステム基盤やバックライトの独自開発を行って
いる 5 。これらの例では、デザインという主観的・感覚的な価値を差異化可能な技術によって実現し、
製品の競争力を上げている。言い換えれば、技術を機能的価値創造の手段としてではなく、意味的価値
創造の手段として用いているのである。もちろん、技術が意味的価値を作るといってもその価値が顧客
の潜在的なニーズに合致していなければならないので、いわゆる技術プッシュ的な技術の押しつけでは
価値創造にならない。つまり、意味的価値創造における技術の重要性の主張は、マーケティング活動の
重要性を否定するものではなく、むしろ強調したいのは、意味的価値創造は必ずしもマーケティング活
動の専有事項ではなく、製品開発とマーケティングの両側面が存在するということである。
これに関連して、延岡（2011）の議論は、意味的価値が重要だからといって機能的価値が不要だと言っ
ていないことにも注意が必要である。今日の日本の製造業においては、未だに機能的価値に偏重したも
のづくりが行われていることが多く、延岡の議論は機能的価値偏重に対する警鐘ととらえるべきである。
このことはニーズプルによるイノベーションを肯定する議論が技術プッシュを否定するものではなく、
技術プッシュ的な考え方に偏重した産業界に対する注意喚起であるとする Coombs, Saviotti and Walsh
（1987）の議論と似ている。イノベーションにおける技術の側面とニーズの側面を統合的に捉えること
は、本稿の議論のスタンスでもある。
それでは製品開発というコンテクストにおいて意味的価値を創造するために必要なことは何であろう
か。延岡（2011）は、一般消費財においてはデザインや感性に訴えかける操作感の実現など商品企画的
要素が強いのに対して、産業用機器においては、企業間の信頼構築、コンサルテーション・ソリューショ
ンの提供、保守・管理など、サービス的要素が強いと指摘している。この違いは、一般消費財ではそも
そも顧客による感性的で情緒的な価値判断が行われるのに対して、産業用機器ビジネスにおいてはより
合理的に価値判断が行われることに起因すると考えられる。一般消費財市場においては、顧客は技術や
─ 60 ─
製品に関する情報を十分に持っていないことが多く、また、情報を有していたとしても必ずしも合理的
な意思決定を行うとは限らない。一方、産業用機器市場は企業間取引であり、売り手も買い手も技術や
製品に対する客観的な情報を相当なレベルで共有しており、購買の意思決定において一般消費財よりも
組織的で合理的な意思決定が行われる。だからといって、産業用機器ビジネスにおいて技術は機能的価
値創造にのみ用いられるということではない。産業用機器ビジネスの意味的価値を産み出すサービス事
業と技術開発・製品開発がどのようにかかわっているのか、ソニーとコマツの二つの事例から分析する。
3 ．ソニーの放送機器ビジネス
ソニーは家庭用エレクトロニクス機器やゲーム・映画・音楽などのコンシューマービジネスを行う企
業のイメージが強いが、同社のエレクトロニクス事業のうち約三分の一は、産業用の機器・部品のビジ
ネスである。ソニーの産業向け事業は半導体事業、部品（コンポーネント）事業、業務用 AV 機器・
システムソリューション事業の三つに大別される 6 。その中でも放送用ビデオ機器の市場では、ソニー
は世界シェア 7 割を有するトップメーカーである。ソニーの放送局用ビデオテープの生産拠点は先般の
東日本大震災で津波の被害を受けた宮城県多賀城市にあり、ソニーの工場も一時操業を停止したためテ
レビ業界が「悲鳴」をあげたといわれるほど、放送用ビデオ機器の市場ではソニーの存在は大きい 7 。
ソニーが放送用ビデオ機器に参入したきっかけは、当初家庭用として開発された U 規格（U マチッ
ク）方式 VCR（ビデオカセットレコーダー）がコンシューマー製品としては全くといって良いほど売
れなかったことにあった。U 規格はソニーが開発したカセット方式のビデオ技術をもとに、1970年にソ
ニー、松下電器（現パナソニック）、日本ビクター、その他海外メーカー 5 社が共同開発した家庭用ビ
デオ規格である。しかし、当時はカラーテレビの普及率ですら40％以下であり、カセットも大型で扱い
にくかったことから、家庭用ビデオとしての U 規格は時期尚早な製品であった。そこで、ソニーは業
務用途、とりわけ放送局の報道取材用ビデオ機器として U 規格を採用することを試みた。当時、放送
局には大型のオープンリール式ビデオが導入されていたが、持ち運べるサイズではなかったため報道取
材ではフィルムカメラが用いられていた。現場でカメラマンが撮影したニュースフィルムは、放送局で
現像した後にテレビ用信号に変換をして放送していた。持ち運ぶことのできる U 規格のポータブルビ
デオデッキであればテレビカメラと組み合わせて、最初からビデオカセットにテレビ用信号として映像
を記録することができる。1976年、ソニーはアメリカ 3 大ネットワークのひとつ CBS と報道取材用 U
規格ビデオデッキ BV シリーズを開発し、フィルムカメラではなくビデオカメラを用いた報道システム
に「ENG（Electronic News Gathering）」という名前を付けて売り出した。
1981年には、ソニーは家庭用ベータ規格ビデオをベースにしたベータカム規格をつくり、ビデオデッ
キとカメラを一体化させたベータカム方式ビデオカメラ BVW-1を発売し、放送機器メーカーとしての
ソニーの基盤が固められた。家庭用ベータマックスの不振により13時間半の長時間株主総会が開かれた
1984年当時でも、実はビデオ部門の売り上げが30％を超えており、これらは家庭用ビデオに関する特許
収入（VHS もソニーの特許技術を使っていたため）とともに業務用ベータカムが大きく貢献していた
ためである。
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その後1986年には、メタルテープを採用して高画質化と長時間化を図ったベータカム SP 規格を開発
し、翌年ベータカム SP 方式の ENG ビデオカメラ BVW-505が発売された。この頃、ENG 市場ではソ
ニーの独壇場であり、「共産圏の放送局ですらソニーを使う」と言われたほどであった。
ENG の市場に転機が訪れたのは、1990年代後半であった。パナソニックが1996年に DVCPRO とい
う標準放送（SD 放送）用デジタルビデオを開発、その後拡張規格として DVCPRO HD としてハイビ
ジョン（HD 放送）に対応した独自の放送局用ビデオ機器を発売した 8 。ソニーも従来のアナログ方式
のベータカムと同じ 1 ／ 2 インチカセット、メカ機構を用いた放送局用デジタルビデオ規格として、
1993年にデジタルベータカム（SD 放送用）、1996年にはベータカム SP と再生互換性を持つデジタル方
式ベータカム SX、1997年には HD 放送に対応した HDCAM を、それぞれ開発している。
デジタル記録方式のビデオは基本性能である画質において優れた性能を有し、アナログビデオ時代の
ようにメーカー間での性能差がつきにくい。しかも、ソニーは家庭用ベータ方式、VHS 方式と同様に
1 ／ 2 インチテープを採用していたが、DVCPRO は家庭用 DV 方式ビデオカメラと同じ 1 ／ 4 インチ
テープを採用しカセットを小型化している 9 。これは、機動力を要する ENG には大きなアドバンテー
ジといえる。また、1990年代末は放送のデジタル化に対応するため放送機器の入れ替えが行われたため、
別規格の製品へのスイッチを行いやすい状況であった。さらにパナソニックの製品はソニーに対して価
格面でも有利であった。状況はパナソニックに非常に有利であり、実際に1990年代末には DVCPRO は
TBS からの受注を獲得し、パナソニックはオリンピックの公式スポンサーであったため、オリンピッ
クの公式放送機器も DVCPRO が採用され、ソニーの放送局用ビデオ機器の牙城を切り崩す勢いであっ
た10。
しかし、2000年代に入ると HDCAM の勢いが盛り返す。アナログ時代にソニーが独壇場であったこ
とを考えれば、今日においてもパナソニックの DVCPRO は健闘し続けているといえる。しかし、2000
図 1　VCR技術の民生用から業務用への転用
図中写真出典：ソニー（株）ホームページ
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年に NHK やハリウッドの映画制作会社などが HDCAM 方式を採用したことを皮切りに、2006年には
国内地上波全放送局に HDCAM が導入され今日でもソニーの優勢が続いている11。繰り返しになるが、
機動力や価格面ではパナソニックが優位であるにもかかわらず、である。当時の新聞には「『DVCPRO』
はそれまでのソニーの主力機の半額以下といわれる低価格が売り物。『どうぞ使ってくださいと置いて
いったこともある』と、ある放送局幹部が表するほど松下（パナソニック）の営業には熱が入っ」てい
たと述べられており12、相当な価格差があり、DVCPRO にも多くの長所がありながら全体としてはベー
タカム以来のソニーの優勢が続いているのである。
アナログ方式の ENG ビデオカメラ時代にもパナソニックは M フォーマット、後継の M Ⅱフォー
マットという規格でベータカムに対抗したことがあったが、画質や既存のベータカム方式 ENG との互
換性などの点でベータカムにはかなわなかった。しかし、放送のデジタル化、HD 化の中で、性能差は
僅差になり、互換性の重要度も低くなっており、HDCAM の優位性は、製品技術だけでは説明しきれ
ない。
放送局がソニーを支持し続ける大きな要因はアフターサービスの体制にある。ソニーは U 規格の BV
シリーズの頃から放送局向けに24時間サービス体制を敷いている。機器の故障は放送事故に直結してお
り、「放送局は莫大な損害を被る」。1970年代よりソニーの放送機器ビジネスでは「サービスマン全員に、
ポケットベルを、そして車の中に修理キットを積み込ませ、故障があれば、たとえそれが夜中であって
も駆け付け、翌朝までに直すという体制を打ち出し」ている（ソニー，1996）。
また、オリンピックやワールドカップサッカーなど世界中の放送局が集まる国際イベントでは、日本
をはじめ各国から修理エンジニアを現地に集めてブロードキャスト・サポート・センターを開設し、緊
急の修理依頼や機器の操作アドバイスなどを行っている13。こうしたイベントでは修理依頼の緊急性や
重要性は特に高く、持ち込まれたビデオ機器を数時間以内に修理しなければオンエアーに間に合わない
ということもしばしばあるという。こうした迅速かつ的確な対応はソニーが長年の放送機器ビジネスの
経験を通じて学んだノウハウであり、他社が容易に真似することができない。アテネオリンピックでは、
米大手放送局が有する多数の放送機器をネットワークで接続し、リモート監視することでトラブルの最
小化、復旧の迅速化を行っていた。
このリモート監視システムのプロトコルには、IETF（Internet Engineering Task Force）において
標準化された通信制御技術 SNMP が用いられており、日常から放送局の放送機器14や映画館のデジタル
シネマ機器15,16の遠隔管理・保守にも用いられている。通信技術そのものは標準化されたものであっても、
それを運用し管理・保守に活かすノウハウは経験による学習によって得られたものである。放送局もそ
れを理解してソニーとの信頼関係を構築しているため、高い導入コストを支払ってでもソニーを選択し
ているのである。
4 ．コマツのアフターマーケット・ビジネス
コマツは建機メーカーとしてトップレベルのものづくりの技術を持ちながら、ICT の活用によるア
フターマーケットのサービスビジネスに注力している。エンジンから建機を内製しているメーカーは、
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米キャタピラー社とコマツだけであり、両社が世界の 1 位、 2 位メーカー、日本国内市場ではコマツが
トップメーカーである。日本の多くの製造業が不況に苦しむ中で、コマツは好業績を続けている。こう
した事実からもコマツが「ものづくりがだめになったからサービスにシフトした」という安直な理由で
アフターマーケット・ビジネスに取り組んでいるわけではないことが推察できる。
コマツの ICT 活用事例としてはコムトラックスが挙げられる。コムトラックスとは、GPS と通信モ
デムを搭載した建機の位置・稼働状況・消耗部品の状況などをコマツのデータサーバにフィードバック
する仕組みである。コムトラックスそのものは、GPS 技術の応用であり、製品の一つの機能に過ぎない。
建機に GPS 機能を搭載することだけであれば、既に競合メーカーも同様な機能を開発しているが、コ
マツと他社との違いは、標準搭載と、建機から得た情報を活かす CSS-Net の存在の 2 点である。CSS-
Net とは、修理・メンテナンスに必要な建機の仕様書・図面等の情報のデータベースや、コムトラック
スから得られる各種情報の管理、代理店の部品在庫管理・発注システムなどから構成されるソリュー
ション商品（情報システムのパッケージ）である。
コマツ以外の建機メーカーの製品にも GPS による追跡システムがあるものの、多くは有償オプショ
ンである。一方、コマツはコムトラックスを同社の建機全てに標準搭載している。コムトラックスを標
準搭載するメリットの一つに、所在確認と遠隔操作による盗難防止が挙げられる。建設ラッシュが続く
中国市場などでは、建機の盗難が少なくない。コマツの建機であればいずれの製品も GPS を搭載して
いて、瞬時にその所在が確認され、動作を停止されてしまう、ということが一般に認知されることに
よって、建機泥棒に「コマツは盗みにくい」と思わせることができる。盗まれにくい建機は新興国の中
古市場でも高値が付くし、リセール・バリューが高ければ先進国での新車販売にもプラスになる。こう
した付加価値創造もコモディティ化回避の一方策であるが、これだけであれば競合企業に対して長期的
に模倣困難性を維持するのは難しい。
図 2　コムトラックスとCSS-Net
図出典：コマツ提供資料を基に筆者作成
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コムトラックスが真価を発揮するのは、むしろ日常の建機の状態をフィードバックし CSS-Net を通
じて迅速かつ的確なサポートを提供できる時であろう。建機は、放送機器同様にハードな現場で用いら
れ故障することが前提となった製品である。また、故障によって製品が使えなくなるとその分だけ工期
が伸び、顧客企業に大きな損害を与えるため、迅速な修理対応が求められる点も同様である。コムト
ラックスは、建機の消耗部品の状態や故障箇所を定期的にサーバにフィードバックしており、コマツは
いつどこの建機に故障が生じるかを高い精度で予測し、必要な部品を供給することが可能になっている。
ソニーの放送機器の事例のように現場のサービスマンが常に必要な部品を持ち歩くことができれば、迅
速な修理対応は行いやすい。しかし、コマツの場合、次の 2 点で、常に補修部品を現場の近くに確保す
ることが難しい。一つは、部品の大きさと価格である。建機の部品は大型のものも多く、価格も高価で
あり、あらゆる部品をストックしておくことは難しい。もう一つの理由は、コマツの製品はすべて代理
店を通じて販売し、修理などのアフターサービスも代理店を通じてしか行えないことに起因している。
すなわち、資本関係のない代理店に対してコマツが補修部品の在庫を持つように指示することができな
いのである。
この点を補っているのが CSS-Net である。CSS-Net は、修理マニュアルや部品・技術資料、カタロ
グなどをネットワーク上で配信するためのプラットフォームであり、CSS-Net を構成する技術の多くは
標準化された汎用の技術を転用したものである。例えば、文書管理には高圧縮画像フォーマットである
DjVu を採用しているが、DjVu は元々米 AT&T 研究所で開発された圧縮技術であり、コマツは DjVu
の販売代理権を有しているに過ぎない。表面的には CSS-Net も模倣困難な競争優位の源泉には見えな
いかもしれない。
しかし、迅速なアフターサービスを行うビジネスの仕組みとしての CSS-Net ソリューションには、
様々なコマツのノウハウが活用されている。それは汎用技術の選択においてもみることができる。先に
挙げた DjVu は、通信品質の悪いアナログ回線や携帯電話という極端なナローバンド回線での通信が可
能という条件と、修理マニュアルを判読するのに必要な最低限の画像品質という条件の相反する 2 つの
条件がバランスする技術として選ばれている。建機のアフターサービスにおいて過剰な高圧縮や高画質
は不要であり、圧縮技術そのもので優位性を求めることは不要であり、また意味がない。合目的的に選
択できる技術があれば汎用技術を採用し、必要な改良だけを自社で行うことが重要なのである。
5 ．考察
5－ 1．既存技術・汎用技術による価値創造
ソニーの事例をまとめると、放送現場では、なによりも放送事故を防ぐために迅速な修理対応が優先
され、そのためには、実績のある民生用 VCR 規格（技術）を業務用に転用し、それを使い続けることで、
メカ部品のアーキテクチャの連続性を維持し、修理性能を高めていることが分かる。また、コマツにつ
いては、建機の故障や盗難は建設現場での作業の大きな機会損失に通じているので、（ 1 ）コマツの建
機であれば、故障時に迅速な修理対応がなされるという過去の実績と、将来の期待値、（ 2 ）コマツの
建機であれば、盗難にあっても建機を取り戻せる可能性が高いという期待、あるいは、そもそもコマツ
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の建機を泥棒に盗もうと思わせないという期待、の二つがコマツの価値となっていて、これらは個々の
要素技術によって差異化されているわけではなく、個々の既存技術とソリューションをパッケージにし
たアフターサービスの提供がコマツ製品の付加価値となっている。
両者の事例で共通しているのは、ものづくりの質とサービスの質が相互に作用し合うことで相乗効果
的に価値を高めているということと、製品技術が必ずしも現状の製品ビジネスのために生み出されたも
のではないということが挙げられる。ソニーやコマツが開発した遠隔保守管理システムの構築にはあら
かじめ製品に技術的な仕掛けをする必要があり、機能を実現するための技術開発が必要となる。しかし、
これらの技術そのものが、付加価値向上につながる製品差異化の源泉であるわけではない。技術的には
競合企業にとっても容易に開発可能なものである。重要なのは、顧客がどのようなサービスをメーカー
に期待し、顧客の要望に応えるためにどのような技術的仕様を伴った仕掛けが必要となるのか、製品開
発段階で技術や製品のコンセプトを作り上げる能力が重要となることが推察される。
また、技術そのものが差異化の源泉でない以上、そこに用いられる技術は、自社内で囲い込まれた独
占的な技術である必然性もないと考えられる。両社の事例で、サービスを実現するための技術には既存
技術であったりごく標準的でオープンな技術を採用していることからもそれが伺える。サービス実現の
ためには、技術が著しく劣ってはいけないが、必ずしも抜きんでている必要はない。それは、製品固有
の機能性能の実現だけに技術を用いるのではなく、顧客の製品体験全体のパフォーマンスを上げるため
に技術を用いるためであり、これは機能的価値を実現するための製品技術とは似て非なるものである。
むしろ、標準的な技術で安価にサービスのインフラを構築することによって、顧客のアフターサービス
体験の向上に結びついているのだろう。
ところで、コマツやソニーのケースにおいて、顧客はそもそも建機に GPS をつける、民生用の VCR
を取材用 ENG に用いるという発想があったわけではない。特に U 規格の転用事例では、民生用で成功
しなかった技術を「なんとか他の用途で活用できないか」という技術プッシュ的な発想で事業がスター
トしている。重要なのは技術プッシュか需要プルかということではなく、製品開発と製品が産み出す顧
客価値との統合度を高めること、それは、技術と顧客ニーズの最適な組み合わせを模索する商品企画そ
のものである。延岡（2011）の主張は、コンシューマーと産業用機器とでは意味的価値の性質が異なる
ように見えるが、製品開発部門における意味的価値創造の本質は変わらないのかもしれない。
5 － 2 ．「トロイの木馬」的技術導入
「技術プッシュ的なスタート」の場合には、既存の顧客ニーズのすくい上げではなく、新たな技術導
入がどのように顧客サービスの質を向上させるのかを検討し、顧客も気がついていない新たな製品価値
の実現手段を製品に埋め込んでおく必要がある。埋め込まれた技術そのものは、顕在化したニーズを満
たすものではないので、技術そのものが顧客に製品価値として認識されるわけではない。顧客は製品を
使い始めてから、初めて埋め込まれた技術による新たな製品価値を（恐らく暗黙知的に）発見するので
ある。このことは以下の二つのことを示唆している。（ 1 ）埋め込む技術そのものは差異化のポイント
ではないので、技術的なオリジナリティは求められない。（むしろ、標準化された技術を効率的に実装
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した方が、顧客には「謎のコストアップ」と思われない。）（ 2 ）埋め込まれた技術は、「トロイの木馬」
の様に事後的に顧客価値創造に効果を発揮するので、競合メーカーに技術導入の意図が悟られにくく、
模倣困難性が高まる。
6 ．おわりに
ソニーやコマツの事例において、既存技術や汎用技術を用いながらもサービス事業の差異化を実現し
ているということを示した。これは、製品の機能・性能競争が頭打ちになってもコモディティ化を回避
する手段として有効であるといえる。しかし、本稿が示したのはコモディティ化を回避する一つの手段
にすぎず、他にコモディティ化を回避する手段がないということではない。そもそも、放送機器や建機
の産業特性が両社のサービス事業の成功を支える要因になっている可能性もあり、議論の一般化という
観点でも限界はある。また、本稿の議論も含めてコモディティ化を回避するアイデアのほとんどは、コ
モディティ化の進展を遅らせるための措置であって、未来永劫に渡ってコモディティ化が回避できるこ
とを保証するものではない。しかし、本稿の議論が日本の製造業に与えるインプリケーションは、顧客
を無視した機能・性能競争ではコモディティ化を回避することはできず、かといって、技術がコモディ
ティ化の回避に役立たないということではないということである。技術の成果は機能・性能向上だけに
用いられるわけではなく、顧客の製品体験全体を通して技術が何を提供できるのか、ということを考え
ることによって、技術がコモディティ化の進展を遅らせることも可能だろう。
〈注〉
1 ．本稿は長内・榊原（2012）第 3 章「アフターマーケット・ビジネスにおける技術と顧客価値」を大幅に加筆修正
のうえ再構成したものである。
2 ．http://www.apple.com/jp/ipodtouch/design/ （閲覧日：2011年 7 月25日）
3 ．http://www.tsubamesanjo.jp/kanko/archives/3698 （閲覧日：2011年 7 月25日）
4 ．当時はソニー株式会社の製品。
5 ．http://www.vaio.sony.co.jp/Products/Inside/TX/index.html （閲覧日：2011年 7 月25日）
6 ．ソニー株式会社「アニュアルレポート2011年 3 月期」, p. 35.
7 ．msn 産経ニュース「テープがない！テレビ業界悲鳴「シェア 7 割」のソニー工場被災」2011年 4 月 2 日
 （http://sankei.jp.msn.com/entertainments/news/110402/ent11040201190000-n1.htm）
8 ．松下電機産業株式会社（2005）「放送局用 VTR・カムコーダ」『松下テクニカルジャーナル』 Vol. 51, No. 2, pp. 
172-181.
9 ．ソニーも 1 / 4 インチテープを採用した DVCAM 規格（SD 放送用）を開発、商品化している。DVCAM は主に
企業や大学など放送局以外の業務用途を狙った規格である。
10．日経産業新聞1998年 4 月 6 日 8 面「米で放送機器展開幕 - 松下、ソニーに肉薄」
11．ソニー株式会社提供資料による。また、民放テレビ各社は、テレビ局に CM 素材を持ち込む際の全社共通のフォー
マットとして HDCAM を指定している（社団法人日本民間放送連盟2011年 7 月 1 日「民放テレビ各社に搬入可
能な CM 素材一覧」http://www.nab.or.jp/index.php?%A5%C6%A5%EC%A5%D3）。
12．日経産業新聞2000年 7 月11日 9 面「ソニーデジタル放送機器で攻勢」
13．ソニー株式会社提供資料、及びソニービジネスソリューション株式会社プレスリリース2002年 7 月15日「韓／日
サッカーイベント開催期間、ソニーブロードキャストサポートセンターを設置」 
 （http://www.sony.jp/products/Professional/ProMedia/arc/020715.html）
14．日経産業新聞2004年 3 月26日 7 面「我が社の拠点 - ソニーシステムサポートセンター-」
15．ソニーマーケティング株式会社プレスリリース2009年 8 月24日 「国内映画館のデジタル化を支援する、デジタル
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シネマサービスを開始」（http://www.sony.jp/CorporateCruise/Press/200908/09-0824/）
16．ソニープロテクノサポート株式会社ホームページ 
 （http://www.sonyprotechnosupport.co.jp/service/support.html 閲覧日：2011年 7 月25日）
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